
 

 

 
 

税理士法台33条の2 第 1項に規定する 

添付書面の記載例 

 

法 人 税 

 

 
 
 
 

 
 
 



㊞

㊞

（１／3）

年　月　 日
年　月　 日

貸借対照表、損益計算書、工事原価報告書、株
主資本等変動計算書、個別注記表、勘定科目内
訳書、法人事業概況報告書

上記１の「作成記入の基礎となった書類等」のほか、
現金出納帳、預金通帳、受取・支払手形帳、売
掛・買掛集計表、領収書綴、給与台帳、記事録、
工事請負契約書綴、契約書綴、銀行残高証明書

総勘定元帳、試算表、工事台帳、棚卸表

社会保険関係綴、労働保険関係綴

33の2①

年　　月　　日

受付印

殿

国税　太郎

㈱関東信越精機

国税　太郎

東京都千代田区霞ヶ関○－○－○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（03）1234－5678

東京都千代田区霞ヶ関○－○－○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（03）1234－5678

埼玉県さいたま市大宮区赤城○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（0４８）123－4567

東京

法人税・所得税

123456○○

24 4 1

25 3 31   

この欄は記入しない。

この欄は記入しない。

表題の（　　）内「事業年度分・」の後の余白には、相続税の申告書の場合は相続開始年月日を
「○年○月○日相続開始」と記載し、月分の申告書の場合はその年月を「○年○月分」と記載

備考欄には提示を受けた帳簿書類のうち
計算し、又は整理したものを記載

法人事業概況説明書12「帳簿類の備付状況」、
13「税理士の関与状況」との関連にも留意

税理士名簿に登録を受けている事務所の所在地（税理士法人の
従たる事務所に所属している場合は当該従たる所在地）を記載

法人の場合は「○○税理士法人」等と記載

この書面を添付する申告書の納税者に係る税理士法第30条に規定する
書面提出の有無を○で囲み、「有」の場合は、税務代理の委任を受けた
税目を（　)内に記載



(2) 

(3) 

（２／3）

売上高

材料仕入高・
　　　　　外注加工費

賃金手当

租税公課

期末棚卸

消耗品費

修繕費

建物・構築物

売上高

賃金手当・
　　　　　外注加工費

消耗品費

修繕費

租税公課

売上高の計上基準

　以前より主力取引先から値引き要請を受けており、当期首より10％の
値引に応じた。

前期末に退職した人員の補充を行わなかった。また、外注に依存してい
た一部を自社製造に切替えた。

新工場増設に伴う消耗工具の補充。

新工場での集中生産のための機械移設費の計上による。

不動産所得税150万円、登録免許税等30万円

　創業以来、出荷日基準であったが、主力取引先のすべての商品が
検収を受けてからでなければ請求できないこととなったため、当期より当該
取引先のみ出荷日基準から検収日基準に変更することとした。

売上納品・請求書控、検収
済書

請求書、納品書

給与台帳、タイムカード

納税通知書等

売上納品・請求書控、検収
済書、作業日報

納品書、請求書

納品書、請求書

請負契約書、領収書

出荷日基準・検収日基準の併用となったため、当期の
売り上げとなるべきものを精査した。

特に締め後の計上額について検討した。

特に締め後の計上額について検討した。

損益計上の適否についてはその都度確認している。

実施棚卸後に基づいて、数量・単価・金額を確認した。

資産計上すべきものがあるか検討した。

資産計上すべきものがあるか検討した。

請負契約書、領収書などにより検討した。

この欄は記入しない

「区分」欄には、勘定科目、申告調整科目を記載。「事項」欄には、「区分」ごとに、計算・整理した内
容を具体的に記載するとともに、関係資料との確認方法及びその程度等を記載。
「備考」欄には「区分」ごとに、計算・整理の際に留意した事項などを記載。

「(1)が顕著な増減事項」欄には、（1）に記載したもののうち、前期(前年）等と比較して金額が顕著
に増減したものについて、その増減事項を簡記し、その原因・理由等を「増減理由」欄に具体的に
記載。

「(1)のうち会計処理方法に変更などがあった事項」欄には、（1）に記載したもののうち、当期(当
年）において会計処理方法に変更等があった事項について、その変更があった事項を簡記し、そ
の理由等を「変更等の理由」欄に具体的に記載



（３／３）

この欄は記入しない

税理士法第2条第1項第3号に規定する税務相談に関し特に重要な事項に関する相談項目を「事
項」欄に記載し、その相談内容、回答要旨、申告書への反映状況等を、「相談の要旨」欄に記載。

申告書の作成における所見等を記載

売上の計上時期の一部変更
について

　主力取引先の売り上げ計上時期について、出荷日基準から検収日基準へ
の変更について相談を受けたが、この変更は合理性があり継続適用を条件に認
められる旨説明した。

会計帳簿は正確に処理されており、証憑書類の保存状態も良好である。
代表者の納税に対する認識は高く、経理担当者の経理及び税務に対する認識も高い。



 

 

 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 

税理士法台33条の2 第 1項に規定する 

添付書面の記載例 
 

消 費 税 

 
 
 

 
 
 



㊞

㊞

（１／3）

年　月　 日
年　月　 日

総勘定元帳
試算表
貸借対照表
損益計算書
付属明細書
固定資産台帳
源泉徴収簿

上記１の「作成記入の基礎となった書類等」のほか、
当座預金照合表、預金通帳、銀行残高証明書、
売上納品・請求書控、検収書控、仕入納品・請求
書、作業日報、タイムカード、契約書綴、株主総会議
事録、取締役会議事録、生命・損害保険契約書

振替伝票、入金伝票、出金伝票、金銭出納帳、
銀行勘定帳、手形帳、売上帳、仕入帳、経費明細帳、
給料台帳、領収書綴、請求書綴、棚卸表

タイムカード、株主総会議事録、取締役会議事録、
生命・損害保険契約書

33の2①

年　　月　　日

受付印

殿

国税　太郎

㈱関東信越精機

国税　太郎

東京都千代田区霞ヶ関○－○－○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（03）1234－5678

東京都千代田区霞ヶ関○－○－○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（03）1234－5678

埼玉県さいたま市大宮区赤城○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（0４８）123－4567

東京

法人税・所得税

123456○○

24 4 1

25 3 31   

この欄は記入しない。

この欄は記入しない。

表題の（　　）内「事業年度分・」の後の余白には、相続税の申告書の場合は相続開始年月日を
「○年○月○日相続開始」と記載し、月分の申告書の場合はその年月を「○年○月分」と記載

備考欄には提示を受けた帳簿書類のうち
計算し、又は整理したものを記載

法人事業概況説明書12「帳簿類の備付状況」、
13「税理士の関与状況」との関連にも留意

税理士名簿に登録を受けている事務所の所在地（税理士法人の
従たる事務所に所属している場合は当該従たる所在地）を記載

法人の場合は「○○税理士法人」等と記載

この書面を添付する申告書の納税者に係る税理士法第30条に規定する
書面提出の有無を○で囲み、「有」の場合は、税務代理の委任を受けた
税目を（　)内に記載



(2) 

(3) 

（２／3）

課税売上高

仕入税額控除
　　　　建物・構築物

建設仮勘定

建物・構築物

課税売上額

売上高の計上基準

　前期から建設中であった工場が完成し引渡しを受け、当期中に稼働
したため、課税仕入れが増加した。

前期に比較し販売量には大差ないが、主力取引先からの値引き要請
に応じたため課税売上高が減少した。

　創業以来、出荷日基準であったが、主力取引先のすべての商品が
検収を受けてからでなければ請求できないこととなったため、当期より当該
取引先のみ出荷日基準から検収日基準に変更することとした。

売上納品・請求書控、検収
済書

請負契約書、領収書、
請求書

出荷日基準・検収日基準の併用となったため、当年度
の課税売上となるべきものを精査した。

取得価額の仕入税額控除について精査した。

前期においては消費税込みで計上してある。

この欄は記入しない

「区分」欄には、勘定科目、申告調整科目を記載。「事項」欄には、「区分」ごとに、計算・整理した内
容を具体的に記載するとともに、関係資料との確認方法及びその程度等を記載。
「備考」欄には「区分」ごとに、計算・整理の際に留意した事項などを記載。

「(1)が顕著な増減事項」欄には、（1）に記載したもののうち、前期(前年）等と比較して金額が顕著
に増減したものについて、その増減事項を簡記し、その原因・理由等を「増減理由」欄に具体的に
記載。

「(1)のうち会計処理方法に変更などがあった事項」欄には、（1）に記載したもののうち、当期(当
年）において会計処理方法に変更等があった事項について、その変更があった事項を簡記し、そ
の理由等を「変更等の理由」欄に具体的に記載



（３／３）

この欄は記入しない

税理士法第2条第1項第3号に規定する税務相談に関し特に重要な事項に関する相談項目を「事
項」欄に記載し、その相談内容、回答要旨、申告書への反映状況等を、「相談の要旨」欄に記載。

申告書の作成における所見等を記載

建設仮勘定の税額控除の
時期

　建物・構築物の引渡しを受けた日の属する課税期間で課税仕入れとして
税額控除することを説明した。

当社は税抜き経理方式を採用し総勘定元帳の記帳にあたっては、税込金額により仕訳をし毎月末において消費税
相当額を一括して仮払い消費税・仮受消費税に振替える方法を取っている。
また、その都度課税対象取引、非課税取引、課税対象外取引の確認を行っており、仕入税額控除の運用要件で
ある請求書などの保存状態は良好である。









 

 

 

 
 
 
 

資 料 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

税理士法 
 
 

（税務代理の権限の明示）  

第三十条  税理士は、税務代理をする場合においては、財務省令で定めるところに

より、その権限を有することを証する書面を税務官公署に提出しなければ

ならない。  

 

（計算事項、審査事項等を記載した書面の添付）  

第三十三条の二  税理士又は税理士法人は、国税通則法第十六条第一項第一号 

に掲げる申告納税方式又は地方税法第一条第一項第八号 若しくは第十

一号 に掲げる申告納付若しくは申告納入の方法による租税の課税標準等

を記載した申告書を作成したときは、当該申告書の作成に関し、計算し、整

理し、又は相談に応じた事項を財務省令で定めるところにより記載した書面

を当該申告書に添付することができる。  

 

２  税理士又は税理士法人は、前項に規定する租税の課税標準等を記載し

た申告書で他人の作成したものにつき相談を受けてこれを審査した場合に

おいて、当該申 告書が当該租税に関する法令の規定に従つて作成されて

いると認めたときは、その審査した事項及び当該申告書が当該法令の規定

に従つて作成されている旨を財 務省令で定めるところにより記載した書面

を当該申告書に添付することができる。  

 

３  税理士又は税理士法人が前二項の書面を作成したときは、当該書面の 

作成に係る税理士は、当該書面に税理士である旨その他財務省令で定める

事項を付記して署名押印しなければならない。  

 

（意見の聴取）  

第三十五条  税務官公署の当該職員は、第三十三条の二第一項又は第二項に規

定する書面（以下この項及び次項において「添付書面」という。）が添付され

ている申告書を 提出した者について、当該申告書に係る租税に関しあら

かじめその者に日時場所を通知してその帳簿書類を調査する場合におい

て、当該租税に関し第三十条の規 定による書面を提出している税理士が

あるときは、当該通知をする前に、当該税理士に対し、当該添付書面に記

載された事項に関し意見を述べる機会を与えなければならない。  

 



 

 

２  添付書面が添付されている申告書について国税通則法 又は地方税法の

規定による更正をすべき場合において、当該添付書面に記載されたところに

より当該更正の基因となる事実につき税理士が計算し、整理し、若しくは相

談に応 じ、又は審査していると認められるときは、税務署長（当該更正が国

税庁又は国税局の当該職員の調査に基づいてされるものである場合におい

ては、国税庁長官 又は国税局長）又は地方公共団体の長は、当該税理士

に対し、当該事実に関し意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、

申告書及びこれに添付された 書類の調査により課税標準等の計算につい

て法令の規定に従っていないことが明らかであること又はその計算に誤りが

あることにより更正を行う場合には、この限りでない。  

 

３  国税不服審判所の担当審判官又は地方公共団体の長は、租税について

の不服申立てに係る事案について調査する場合において、当該不服申立て

に関し第三十条 の規定による書面を提出している税理士があるときは、当

該税理士に対し当該事案に関し意見を述べる機会を与えなければならな

い。  

 

４  前三項の規定による措置の有無は、これらの規定に規定する調査に係る

処分、更正又は不服申立てについての決定若しくは裁決の効力に影響を及

ぼすものと解してはならない。  

 

（一般の懲戒）  

第四十六条  財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第三

十三条の二第一項若しくは第二項の規定により添付する書面に虚偽の記

載をしたとき、又 はこの法律若しくは国税若しくは地方税に関する法令の

規定に違反したときは、第四十四条に規定する懲戒処分をすることができ

る。  

 

税理士法施行規則 
 

（計算事項、審査事項等を記載した書面）  

第十七条  法第三十三条の二第一項 又は第二項に規定する財務省令で定めると

ころにより記載した書面は、別紙第九号様式又は別紙第十号様式により

記載した書面とする。  

 

 



 

 

法人課税部門における書面添付制度の運用に当たっての基本的な考え方及び 
事務手続等について(事務運営指針) 

[国税庁ホームページより] 
 

課法４-11 
課総２－９ 
課消４－６ 
官総６－39 
査調２－64 

平成 21年４月１日 
改正 平成 22年６月 11日 
改正 平成 24年 12月 19日 

各国税局長 殿 

沖縄国税事務所長 殿                               国税庁長官 

 
法人課税部門における書面添付制度の運用に当たっての基本的な考え方及び 
事務手続等について(事務運営指針) 
 

標題のことについては、下記のとおり定めたから、平成21年７月10日以降、これに

より適切な運営を図られたい。 

 なお、平成 14 年３月 14 日付課法３－６ほか 7 課共同「税理士法の一部改正に伴う

法人課税部門における新書面添付制度の運用に当たっての基本的な考え方及び事

務手続等について」(事務運営指針)は、平成 21 年７月９日をもって廃止する。 

（趣旨） 

 書面添付制度（税理士法（昭和 26 年法律第 237 号。以下「法」という。）の平成 13

年度改正により、従来の更正前の意見陳述に加えて、法第 33 条の２の書面（以下

「添付書面」という。）が申告書に添付されている場合において、納税者に税務調査の

日時、場所をあらかじめ通知するときには、その通知前に、法第 30 条の書面（以下

「税務代理権限証書」という。）を提出している税理士又は税理士法人（以下「税理士

等」という。）に対して、添付書面の記載事項に関する意見陳述の機会を与えることと

されたものをいう。以下同じ。）を適正に運用し、税務執行の一層の円滑化･簡素化を

図っていくためには、書面添付制度 の一層の普及・定着を図る必要があることから、

日本税理士会連合会(以下「日税連」という。)と協調して、その普及等に取り組むこと

としている。 

 この普及策の一つとして、日税連においては「添付書面作成基準（指針）」を定めた

ところであり、それを踏まえ、国税庁においては、法第 35 条第 1 項に規定 する意見

聴取（以下「意見聴取」という。）を行った結果、調査の必要性がないと認められた場



 

 

合に、税理士等に対し「現時点では調査に移行しない」旨を原則として書面により通

知することとしたことから、所要の整備を図るものである。 

                          記 

第1章 書面添付制度の運用に当たっての基本的な考え方 

1 制度の適正・円滑な運用及び普及・定着の推進 
 書面添付制度は、税務代理する税理士等に限らず、広く税理士等が作成した申告

書について、それが税務の専門家の立場からどのように調製されたかを 明らかにす

ることにより正確な申告書の作成及び提出に資するとともに、税務当局が税務の専

門家である税理士等の立場をより尊重し、税務執行の一層の円滑化・簡素化に資す

るとの趣旨によるものであるから、本制度の執行に当たっては、制度の理解を更に深

め、その趣旨を踏まえた適正・円滑な運用を行い、制度の普及・定着を図る。 

 

2 書面添付制度適用法人の的確な管理 
 申告書（法人税確定申告書、復興特別法人税申告書、消費税及び地方消費税の

確定申告書又は間接諸税の納税申告書をいう。以下同じ。）に添付書面の 添付が

ある法人（間接諸税にあっては、法人又は個人。以下同じ。）については、法人管理

簿等を活用し、過去の申告事績及び調査事績並びに資料情報に加え、添付書面の

記載事項及び税理士等の関与の程度に基づき、的確な管理を行う。その際、実況区

分の判定に当たっては、添付書面の記載事項等を積極的に活用する。 

 

3 書面添付制度を活用した調査事務の効率的運営 
 添付書面は、申告書審理や準備調査に積極的に活用するほか、添付書面の記載

事項のうち確認を要する部分については、意見聴取の際に十分聴取するよう努める。 

 また、書面添付制度は、税務当局が税務の専門家である税理士等の立場をより尊

重し、税務執行の一層の円滑化・簡素化に資するとの趣旨によるものであることから、

添付書面の記載事項がその趣旨にかなったものと認められる場合には、事後の調査

の要否の判断において積極的に活用し、調査事務の効率的な運営を図る。 

 
第 2章 書面添付制度に係る事務手続及び留意事項 
 
第 1節 添付書面がある申告書の回付後の事務 
 内部担当者から申告書等の回付を受けた統括官等（法人課税部門の特別国税

調査官、統括国税調査官、特別調査情報官、国際税務専門官、情報技術専門官

又は審理専門官をいう。以下同じ。）は、添付書面の添付がある申告書に添付さ



 

 

れている税務代理権限証書が複数の税目（復興特別法人税、消費税並びに源泉

徴収に係る所得税及び復興特別所得税は除く。）の税務代理権限を証している場

合には、添付書面の写し及び税務代理権限証書の写しを担当する部門に回付す

る。 

 

第2節 意見聴取の実施 

 
１ 事前通知前の意見聴取の実施 

 統括官等は、申告書に添付書面の添付がある法人に対し実地の調査を行おうとす

る場合には、国税通則法第74条の９に規定する事前通知（以下「事前通知」という。）

を行わないこととしたときを除き、事前通知を行う前に税務代理権限証書に記載され

た税理士等に対し添付書面の記載事項について意見聴取を行うよう調査担当者に

指示する。 

 なお、法第 33 条の２第１項に規定する添付書面の 1 面「1 自ら作成記入した帳簿

書類に記載されている事項」欄から３面「５ その他」欄又は法第 33条の２第２項に規

定する添付書面の１面「１ 相談を受けた事項」欄から３面「５ その他」欄に全く記載

がないものは、法第 33 条の２第１項又は第２項に規定する記載事項が記載されてい

ないものであり、添付書面に該当しないものであるから、そのような添付書面が添付

されていたとしても補正依頼、意見聴取等を行う必要はないことに留意する。 

（注） 添付書面に該当しないものについては、KSK に入力された申告事績の庁指定コード

を訂正する必要があることに留意する。 

 

２ 意見聴取の時期、方法 

 調査担当者は、事前通知予定日の１週間から２週間前までに税務代理権限証書に

記載された税理士等に対し意見聴取を行う旨を口頭（電話）で連絡し、意見聴取の日

時、方法を取り決める。 

 この場合、意見聴取は事前通知予定日の前日までに了することとし、原則として税

理士等に来署依頼する方法により行う。また、添付書面の「事務処理欄」に意見聴取

を行う旨を通知した日及び事前通知予定日を記入する。 

（注）１ 税理士等が遠隔地に所在している場合など来署が困難な場合には、電話による

意見の聴き取り又は文書による意見の提出によっても差し支えない。 
２ 意見聴取は、原則として、統括官等と調査担当者が行う。 

 
３ 意見聴取の内容 

 意見聴取は、税務の専門家としての立場を尊重して付与された税理士等の権

利の一つとして位置付けられ、添付書面を添付した税理士等が申告に当たって



 

 

計算等を行った事項に関することや、意見聴取前に生じた疑問点を解明するこ

とを目的として行われるものである。 

 したがって、こうした制度の趣旨・目的を踏まえつつ、意見聴取により疑問

点が解明した場合には、結果的に調査に至らないこともあり得ることを認識し

た上で、意見聴取の機会を積極的に活用し、例えば顕著な増減事項・増減理由

や会計処理方法に変更があった事項・変更の理由などについて個別・具体的に

質疑を行うなどして疑問点の解明等を行い、その結果を踏まえ調査を行うかど

うかを的確に判断する。 

 なお、意見聴取における質疑等は、調査を行うかどうか を判断する前に行う

ものであり、特定の納税義務者の課税標準等又は税額等を認定する目的で行う

行為に至らないものであることから、意見聴取における質疑等 のみに基因して

修正申告書が提出されたとしても、当該修正申告書の提出は更正があるべきこ

とを予知してされたものには当たらないことに留意する。 

 また、意見聴取の過程において、事後の申告や帳簿書類の備付け、記録及び

保存に関して指導すべき事項が認められた場合には、意見聴取の際に、その内

容等について事後の改善を図るよう税理士等に十分説明する。 

 

４ 意見聴取後の事務 

 調査担当者は、意見聴取を行った後、次の事項を別紙1の書面（以下「応接簿」とい

う。）に記載して統括官等の決裁を了し、法人税歴表（間接諸税にあっては、間接諸

税調査簿）に編てつする。 

 

①相手方、応接者、調査対象法人名、応接方法、応接日時 

②意見聴取した内容 

③意見聴取した結果、税理士等に対して指導した事項 

④調査への移行の有無 

⑤別紙2の書面（以下「意見聴取結果についてのお知らせ」という。）の送付要否 

⑥その他参考となる事項 

（注）「意見聴取結果についてのお知らせ」を作成する場合は、応接簿と併せて決裁を 

受ける。 

 

５ 意見聴取結果の税理士等への連絡 

 

（1） 調査に移行しない場合 

 意見聴取を行った結果、調査の必要がないと認められた場合には、税理士等に対

し「現時点では調査に移行しない」旨の連絡を、原則として「意見聴取結果についての



 

 

お知らせ」により行う。ただし、次に掲げる場合には口頭（電話）により行う。 

 なお、口頭（電話）により意見聴取結果を税理士等へ連絡する場合には、「意見聴

取結果についてのお知らせ」を送付しない理由を併せて説明し、じ後の添付書面の適

切な記載等が図られるよう指導することに留意する。  

 

① 意見聴取を行ったことに基因して自主的に修正申告書が提出された場合又はじ

後の申告や帳簿書類の備付け、記録及び保存に関して指導した事項がある場合 

 

② 法第 33 条の２第１項に規定する添付書面の２面「３ 計算し、整理した主な事項」

欄及び３面「５ その他」欄又は法第 33 条の２第２項に規定する添付書面の２面「３ 

審査した主な事項」欄及び３面「４ 審査結果」欄に記載がない場合 

 

③ ②に掲げる各欄の記載はあるが、明らかに記載に不備がある又は内容が具体性

に欠けるなど、②に準ずると認められる場合 

 

（2） 調査に移行する場合 

 意見聴取を行った結果、調査の必要があると認められた場合には、納税者に対す

る事前通知を行う前に、税理士等に対し意見聴取結果と「調査に移行する」旨の連絡

を口頭（電話）により行う。 

 なお、この場合において、税理士等に対する意見聴取結果の連絡と併せて税理士

等に対する事前通知を行うこととしても差し支えない。 

（注）１ 税理士等に対し「現時点では調査に移行しない」旨を連絡した場合であっても、 

その後申告書の内容等に対する新たな疑義が生じたときには、調査することを妨

げるものではない。 その際、事前通知を行う場合には改めて意見聴取を行う。 

２ 「意見聴取結果についてのお知らせ」を送付した場合は、当該意見聴取結果に

ついてのお知らせ（税務署控え）を法人税歴表に編てつする。 

 

６ 更正前の意見聴取 

 添付書面が添付された申告書について更正をすべき場合には、法第 35条第２項に

基づき、当該添付書面に記載されたところにより当該更正の基因となる事実について

税理士等が計算し、整理し、若しくは相談に応じ、又は審査していると認められるとき

は、国税通則法第 74条の 11第２項に規定する調査結果の内容の説明を行う前まで

に、当該税理士等に対し、意見を述べる機会を与えなければならないことに留意する。

（別紙については掲載省略） 




